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１．課題の所在
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（１）建設出来高と建設財出荷はパラレルに動いていない

建設業活動指数と建設財出荷

（注）直近は、建設業活動指数は17/8月、建設財出荷は17/9月の値。
（資料）経済産業省
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• 建設業活動指数（建設工
事出来高／建設デフレー
ター）と、建設財の出荷はパ
ラレルに動いていない。

• 両者の動きのかい離は、２
０１３年以降、次第に拡大。

• ２０１３年の局面では、公
共工事出来高とのかい離が
寄与。一方、２０１５年後半
以降の局面では、民間工事
出来高とのかい離が目立っ
ている。 3

か
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離
が
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（２）考えられる理由
• 建設に必要な財の出荷が増加しないのに、建設工事がどんどん完成していく
のは整合的ではないと考えられる。

• このかい離を説明する要因としては、主に、①～③の３つが考えられる。

① 建設出来高が過大に推計されているのではないか

⇒ 建設工事の進捗パターンが変化している（工事の進捗が遅くなっている）の
ではないか（人手不足、働き方改革 etc ・・・）

② デフレーターが過小なのではないか

⇒ 投入コスト以上に産出物価が上昇しているのではないか。

③ 建設工事の内容が大きく変化したのではないか

⇒ 同一種類の建設工事（例：トンネル工事）において、人件費比率あるいは建
設機械の使用比率が高い工事にシフトしているのではないか。
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（３）建設工事出来高の推計に関する見解

① 石井国土交通大臣「経済財政諮問会議提出資料」（２０１７年５月２３日）

• 建設現場における人手の過不足率は年々緩和。現在は震災以降で最も落ち着いてい
る状況。民間投資が増加する中でも工事は順調に消化されている。

• 公共工事の入札不調も落ち着いており、平成２８年度第２次補正予算の執行に関して、
建設業の人手の面で特段の支障は見当たらない。

② 森口大輔・菊池優「様々な指標からみた公共投資の現状」（内閣府マンスリー・トピッ
クス：２０１４年６月２０日）

• 工事出来高が過去の実績を基に進捗展開している推計値であるため、足下における
工事の進捗が、推計に用いられている過去平均のパターンよりも下振れしている可能
性がある。

③ 日本銀行「経済・物価情勢の展望」（２０１７年４月２８日）

• ＧＤＰ建設投資を巡っては、①基本的に、受注・着工を機械的に進捗展開した出来高
から推計されているが、近年は、人手不足による工事の遅れから、出来高がやや過大
推計となっている可能性がある。 5



（４）建設デフレーターの推計を巡る課題
• 現在の建設物価は、建設工事に必要とな
る投入コスト（中間投入＋雇用者報酬）を積
み上げて算出。このため、最近のように建設
会社の利益が拡大する局面では、利益拡大
分が物価上昇にカウントされず、建設物価
の上昇が過小評価されている可能性。この
点は、投入コスト型で作成されているＳＮＡ
の建設デフレーターについても同様。

• 建設物価の実勢を捕捉するには、アウト
プットベースの建設物価指数を作成する必
要がある。

• 品質（＝建設される建築物や土木構築物
の内容）を一定とする建設物価指数の作成
は容易ではない。これは、次期「基本計画」
における研究課題である。

6

建築工事費デフレーターと工事費予定額（平米単価）の推移

現行の建設物価では、価格上昇は小
幅。実感とかい離しているのでは？



２．「建設工事進捗率調査」を巡る課題
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（１）「建設工事進捗率調査」の課題①

① 調査周期（６～８年）は妥当か

• 建設工事進捗率調査は、１９９８年度、２００６年度、２０１２年度に実施。次回

は２０１８年度を予定。最近は、６年ごとに実施している。

⇒ 建設工事の進捗パターンが変化するのであれば、調査周期を短くする必要

があるのではないか。

② 調査対象サンプル数は十分か

• ２０１２年度調査の有効標本数：公共土木5,383件、民間土木1,783件、建築

1,004件、合計8,170件。２００６年度調査と比べ、サンプル数を大幅に積み増し

ている（5,328件⇒8,170件）。種類別では、土木が手厚い一方で、建築は少なめ。

⇒ 進捗率の精度確保のためには、工事案件ごとの進捗パターンのばらつき

や変化に対応したサンプル数が必要ではないか。
8



（１）「建設工事進捗率調査」の課題②

③ 調査結果をどの時点からデータに反映させるべきか

• ２０１２年度調査結果（対象案件：２００９～２０１１年度に施工された工事）

は、 ２０１５年度（２０１５年４月）から、建設総合統計の建設工事出来高に

反映している。

⇒ 本来、データの適用時点は調査の対象時点（調査対象となる工事案件

の施工時点）と一致させるのが、統計作成では自然な対応である。

⇒ 特に、建設工事の進捗パターンが時間とともに変化している場合には、

「進捗率調査」の結果を、調査の対象時点（調査対象となる工事案件の

施工時点）まで遡って適切に反映させることは、統計精度向上の観点か

ら重要である。
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（２）進捗パターンの変化（1998年度⇒2006年度⇒2012年度）

10

• 進捗パターン（進捗率分布）は一定ではない。特に、２００６年度調査と２０１２年
度調査との間でかなり大きく変化。全般に進捗パターンが後ろ倒しとなっている。

• 進捗パターンの変化は、建設工事出来高に一定の影響を及ぼす可能性がある。
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（３）２０１８年度に実施する「建設工事進捗率調査」における検討課題

• 現在のところ、国土交通省は、２０１８年に実施される次回「建設工事進捗率

調査」の結果を、建設総合統計に２０２０年度（２０２０年４月）から反映させる方
向で検討している。

• もっとも、 （１）（２）の検討結果を踏まえると、今後、「建設工事進捗率調査」
の結果を、どの時点から（どの時点まで遡って）、建設総合統計の建設工事出
来高に反映させるかが大きな課題となる。

―― 反映時点としては、「２０２０年度から」のほか、「建設工事進捗率調査」の

調査時点である「２０１８年度から」や調査対象となる建設工事の施工時点
である「２０１６年度から」などが候補となりうると考えられる。

• その際には、①国土交通省における作業のフィージビリティに加え、②内閣
府におけるＳＮＡ推計作業との整合性やＳＮＡ精度向上に資する適切な反映タ
イミング、などを考慮して検討することが必要。また、国土交通省と内閣府の議
論を踏まえ、統計委員会における検討が必要。
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３．建設工事の進捗パターンの変化を把握す
る手法
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（１）進捗パターンの変化・誤差の把握

① 公共工事（公共建築・公共土木）

⇒ 公共工事出来高を政府部門の決算データと比較することで、進捗パターンの
変化や誤差を把握可能。

⇒ 公共工事出来高を用いるＱＥ段階では誤差が存在するが、決算データを用い
る年次推計において計数がリバイスされ、誤差は解消。

ーー 不整合に対する必要な改善策の検討は、「基本計画」における国土交通省・
内閣府の課題。

② 民間工事（民間建築・民間土木）

⇒ 進捗パターンの変化や誤差を把握できない。建設工事施工統計のカバレッジ
は十分ではないため、同統計の元請完成工事高と工事出来高との比較では評
価が難しい。

⇒ 進捗パターンに含まれる誤差は解消されず、そのまま残り続ける。

⇒ 建築着工統計の補正調査の活用によって改善を図るのが一案。 13



（２）公共工事（公共建築・公共土木）

暦年
建設総合統計
公共出来高（ａ）

ＳＮＡ公的建
設投資（ｂ）

ａ／ｂ

２００５ １９．８７兆円 ２０．８３兆円 ０．９５

２００６ １８．０７兆円 １９．８９兆円 ０．９１

２００７ １７．１３兆円 １８．６１兆円 ０．９２

２００８ １６．８２兆円 １７．６４兆円 ０．９５

２００９ １７．７８兆円 １８．５４兆円 ０．９６

２０１０ １７．２０兆円 １７．６２兆円 ０．９８

２０１１ １５．７０兆円 １６．６９兆円 ０．９４

２０１２ １７．２８兆円 １７．１４兆円 １．０１

２０１３ ２０．４８兆円 １９．００兆円 １．０８

２０１４ ２２．２７兆円 １９．８６兆円 １．１２

２０１５ ２２．２３兆円 １９．７１兆円 １．１３

２０１６ ２１．１３兆円 － ー

対象年度 ２次ＱＥ時点 確報時点 確報時下方修正率

２０１１ ２２．２４兆円 ２１．０２兆円 ▲ ５．５％

２０１２ ２４．０９兆円 ２１．０３兆円 ▲１２．７％

２０１３ ２４．６２兆円 ２３．５６兆円 ▲ ４．３％

２０１４ ２４．７５兆円 ２３．６７兆円 ▲ ４．４％

14
（注）ＳＮＡ公的建設投資は、固定資本マトリックス（名目）の「住宅」「その他の建
物・構築物」の合計を計上。

▽ 公共投資：建設総合統計とＳＮＡ年次推計との比較

▽ ＳＮＡ・公的固定資本形成：ＱＥから年次推計までのリビジョン幅

（注）いずれも、リアルタイムベースで比較（１９９３ＳＮＡベース）

• ２０１２年以降、建設総合統計の公共工事
出来高は、決算データで作成されるＳＮＡ
ベースの公的建設投資（公的固定資本形成
から、機械・設備、防衛装備品、知的財産生
産物を除外したもの）を大きく上回っている。

• 公共工事出来高の推計に用いられる進捗
パターンが、実勢よりも前倒しになっている
可能性を示している。



４．「補正調査」データの活用を目指して
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（１）「補正調査」データ活用の必要性
• 以上のように、公共工事（公共建築、公共土木）については、近年になって、進捗パ

ターンが変化し、工事の進捗が遅くなった可能性があることが確認されたが、民間工

事（民間建築、民間土木）については、十分な証拠を得ることができなかった。

• 統計委員会（基本計画部会、国民経済計算体系的整備部会）の審議では、建築着

工統計の「補正調査」から、工事完了時期の情報を得て、完了予定期日と実際の完

了時期のずれについて一定の情報を得ることができるのではないかとの意見が表明

された。

• 「補正調査」は、「建築物の竣工時に実際にかかった費用（工事実施額）を調査し、

着工時における工事費予定額とのかい離を明らかにし、工事費の補正を行う」ための

もの。進捗パターンを把握するための調査ではない。

• もっとも、「補正調査」は、毎年実施され、建築で毎年5,000件程度のサンプル数を有

するなど、「建設工事進捗率調査」（建築で1,000件）と比べても、魅力的な特性を有す

る。補正調査の活用で、工事進捗の遅れ度合いを把握することを検討する。
16



（２）第１段階の対応：現行「補正調査」の活用による工事の遅れ度合いの把握①

• 本来は（３）「補正調査」の調査事項の見直しを待って、対応を図るべきである。もっとも、
現在の状況を踏まえると、工事の進捗状況を早期に把握し、検討の基礎資料とすること
が望まれる。このため、現行の「補正調査」で把握できる「工事実施の有無」と「報告月」
のデータを活用し、工事進捗の遅れ度合いの把握を行う事が必要ではないか。

• 「工事完了時期」から「報告月」までのタイムラグが一定であると仮定して、直近の「建設
工事進捗率調査」の実施時期（２０１２年度）からの変化（差分）で、工事進捗の遅れ度合
いを把握してはどうか。 ⇒ 統計委員会担当室で分析を実施する方針。

17
（資料）国土交通省「国民経済計算体系的整備部会提出資料」（2017年3月10日）



（２）第１段階の対応：現行「補正調査」の活用による工事の遅れ度合いの把握②

• 現行「補正調査」のデータ分析から把握できる工事の遅れ度合いに応じ
て、以下のような適切な対応を図ることが望まれる。

• 建築工事の進捗に大きな遅れが生じている可能性があるのであれば、➀
「建設工事進捗率調査」のデータ検討を早めに行い、適用開始を早めるこ
と、②過去のデータへの遡及反映について検討を行うこと、③「補正調査」
の調査事項の見直し（工事完了期日の把握）の検討を行うこと、各々の対
応が必要と考えられる。

⇒ 国土交通省の取り組み（＋内閣府のサポート）が必要。

• 逆に建築工事の進捗に大きな遅れが生じていないのであれば、むしろ、
建設デフレーターの過小評価が問題である可能性がある。その場合、研究
課題である「アウトプットベースの建設物価指数」の検討を急ぐ必要がある。

18



（３）第２段階の対応：「補正調査」の調査事項の見直し

• 現行の「補正調査」は、竣工時における工事実施額を調査し、着工時におけ

る工事費予定額とのかい離状況を明らかにするために行っており、工事完了

時期は調査していない。把握できるのは、工事実施の有無と「報告月」のみ。

• 工事の進捗度合いを把握するには、「補正調査」の調査事項を見直すことに

より、「報告月」ではなく、「工事完了年月」を直接把握することが必要がある。

19
（資料）国土交通省「国民経済計算体系的整備部会提出資料」（2017年3月10日）



（４）第３段階の対応：「補正調査」の活用に関する一つの可能性

• 新しい調査事項に基づく「補正調査」によって把握される工事の遅れ度合いの情報を、①「建
設工事進捗率調査」の実施時期の検討に活用することが可能である。

ーー 例えば、工事進捗の遅れが拡大している場合には、次回の「建設工事進捗率調査」の実
施を早めるなどの対応を検討することが考えられる。

• また、将来的には、②毎年実施する「補正調査」によって工事の完了期日を把握し、予定工期
と比べた工事の遅れ度合いに応じて、建設総合統計の建設工事出来高推計に利用するという
活用方法の可能性も考えられる。

【一つの仮想的な例示】

［予定工期１２ヶ月の案件］ 当初、案件のうち１０％が実績１か月遅れ（工期１３ヶ月）。その後、遅れが
拡大し、２０％が実績１か月遅れとなった場合

⇒ 予定工期１２か月の進捗パターンのうち１０％分を、予定工期１３か月の進捗パターンに置き換えて、
工事出来高を計算することとしてはどうか。

• ただし、建設総合統計が建築工事と土木工事を含むのに対して「補正調査」は土木工事をカ
バーしていない等の問題があるほか、進捗パターンの補正には技術的な課題も残されているこ
とから、今後十分な検討・検証が必要になると考えられる。

20
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